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2013年8月7日

　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合

社会保障制度改革国民会議「報告書」に対する自治労見解

１．社会保障制度改革国民会議は、2013年8月6日に「報告書」を取りまとめた。この国民会議は、2012年8月10日に成立した社会保障・税一体改革関連法の一つである社会保障改革推進法に基づき、2012年11月30日により20回にわたり議論が進められてきたものである。また、委員は社会保障関係の有識者によって構成され、専門家の立場から議論が進められた。

２．社会保障改革推進法では、自民党の強い主張によって、「家族相互及び国民相互の助け合いの仕組みを通じてその実現を支援していくこと」が第一に示され、介護や子育て支援の社会化が後退する懸念があった。しかし、報告書の「総論」では、社会保障の機能強化が示され、雇用、貧困格差問題の課題を明確にしつつ、所得再分配機能の強化を明示している。更に、全世代型社会保障の考え方や、医療、介護、子育て支援の社会化を強調し、そのための、社会保障の安定財源確保の必要性と応能負担が明記されている。これは自治労が、この間主張してきた、「社会保障の機能強化」「安定財源の確保」「再分配機能の強化」という観点からみれば、その方向性に大きな違いは無いと言える。

３．一方、各論については、多くの課題や懸念がある。

少子化対策分野については、民主党政権時代の「すべての子どもの発達を保障する」ということを基本にしつつ、財源については、０．７兆円に加えて、国会の附帯決議に基づいて０．３兆円の財源の確保と、量的な拡充のみならず質の改善を明確にするとともに、ワークライフバランスの取り組みの強化が明記されているが、今後、「子ども子育て支援制度」の検討の中で、財源の確保と保育の質が担保されるような取り組みが求められる。

４．医療・介護分野のうち、医療サービスの提供体制については、「フリーアクセス」を見直し、「必要な時に必要な医療にアクセスできる」という意味に変えていくことや、ゆるやかなゲートキーパー機能などを備えるとしている。更には、病床や病院機能分化、医療資源の集中投入など、これまでの自由開業やフリーアクセスの原則を大きく変える方向性となっている。医療資源の適正配分ということを基本としているものの、場合によっては給付の抑制につながりかねない内容であり、公的病院の再編・ネットワーク化の動向も踏まえ、対策を進めていく必要がある。また、医療従事者の確保については、定着・離職防止に向けて勤務環境の改善の支援体制が明記されたことから、引き続き、就労看護職員２００万人体制に向けた運動を強化していく必要がある。

５．医療保険制度については、国民健康保険の保険者を都道府県とすることが明記された。自治労は、これまで皆保険制度維持のため、国民健康保険は財政運営の広域化が必要であるとし、これまでの市町村事業が低下しないような仕組みを厚生労働省に対して要請をしてきた。報告書においては、「都道府県と国民健康保険制度の運営を大きく変えることについては、適切な役割分担と保険料徴収や医療費適正化のインセンティブ」について記載されている。今後、具体的な、検討においては、現場実態を踏まえ、実務上の課題や都道府県化に伴う財政支援のあり方などを提言していくこととする。

一方、知事会の「保険者」受け入れ検討の意向表明を受けて、「この時機を逸することなく」として結論を急いだことや、被用者保険間の財政調整で生じた財源を国民健康保険に投入する方向については、議論が明確に整理されていず、拙速な内容と指摘せざるをえない。

６．介護保険制度については、「範囲の適正化」「効率化・重点化」として、予防給付の見直しや利用者負担の見直しが明記されている。これまで自治労は、軽度者に対するサービスを保険給付から地域支援事業へ移行させた場合、地域間格差の拡大や量・質の低下が懸念されることを主張し、厚生労働省に対しても緊急の申し入れを行ってきた。引き続き、保険給付として継続することを求めていく。また、利用者負担についても、安易な負担増とならないよう取り組みを進めていく。

７．年金分野については、マクロ経済スライドの見直しに言及し、デフレ経済のもとでも、発動することの検討を示唆しており、問題と言わざるを得ない。一方、「防貧機能」の強化の柱として、短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大については、検討の継続の重要性が明記されており、その実現に向けた国会対策などを強化していく必要がある。

８．総じて、今回の報告書は、所得の再分配機能のために、財源の確保や保険者間の財政調整機能を柱としている一方、高齢者への負担増なども含まれており、課題が残されていると言わざるをえない。また、国土強靭化の名の下で、消費税増税が無駄な公共事業に使われる懸念があり、国会・省庁対策を強化していく必要がある。

更に、今後の社会保障制度改革においては、医療・介護・子育て支援の分野で自治体の責任と役割が大きくなっている。そのために、人材と財源の確保が不可欠である。

今後は、この報告書に沿って、政府において具体的な検討が進められることとなるが、自治労は連合と連携し、社会保障制度の機能強化とそれを担保する財源の確保、税制の所得再分配機能を強化する立場で、引き続き、対策を進めることとする。
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